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デジタル経済の進展に伴う歴史的な国際課税改革 
－デジタル課税と最低法人税率導入の国際合意－ 

 

板津 直孝 

 

▮ 要 約 ▮ 

1. G20 財務大臣・中央銀行総裁会議（G20）の、2024 年 7 月のコミットメント表

明を受けて、国際課税原則が、およそ 1 世紀ぶりに大きく変わろうとしてい

る。国際課税の歴史的な見直しは、多国籍企業による「税源浸食と利益移転

（BEPS）」の防止を目的とし、デジタル課税とも言われる「市場国への新た

な課税権の配分」と、最低法人税率の導入を図る「グローバル・ミニマム課

税」の 2 本の柱からなる。 
2. デジタル経済の進展により、物理的拠点がなくても事業活動を国外で行うこと

が可能となり、市場国での課税が困難になっている。また、デジタル化により

重要性が増す無形資産とともに、国内企業が、国際的事業再編を通じて軽課税

国へ移転するという事態が生じた。諸外国は、国外への利益移転の回避と自国

への誘致を目的として、法人税率を継続的に引き下げ、税収基盤が弱体化して

いった。 
3. 147 の国及び地域（2024 年 5 月現在）は、国際課税の見直しを迅速に実施する

ために、国内法による法制化と多数国間条約による発効を進めている。日本で

は、グローバル・ミニマム課税の中核部分が法制化され、2024 年 4 月 1 日以降

に開始する事業年度から、外国子会社等の最低税率 15％に対する不足税額が日

本の親会社に対し課税される。 
4. 欧州連合（EU）の研究機関による試算では、グローバル・ミニマム課税の導

入により、経済協力開発機構（OECD）諸国に親会社が所在する多国籍企業

は、2017 年度の国別データに基づくと、2,004 億ユーロの法人税負担が増加す

る。同課税の実施により、外国企業を自国内に誘致する観点で講じられている

税制優遇や軽課税措置は、政策効果が減殺される。進行中の国際課税改革は、

各国政府の誘致政策とともに、一定の多国籍企業に大きな影響を及ぼすと言え

る。 
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Ⅰ 迅速な実施に向けて動き出す国際課税改革 

国際課税原則が、およそ 1 世紀ぶりに大きく変わろうとしている。G20 財務大臣・中央

銀行総裁会議（G20）は、2024 年 7 月、経済のデジタル化に伴う課税上の課題に対応する

国際課税改革について、迅速な実施に対するコミットメントを表明した1。 

国際課税の歴史的な見直しは、デジタル課税とも言われる「市場国への新たな課税権の

配分」（第 1 の柱）と、最低法人税率の導入を図る「グローバル・ミニマム課税」（第 2

の柱）の 2 本の柱からなり、多国籍企業に対する国際課税を強化している2。 

経済のデジタル化への税制上の課題への取組みは、一国のみで対応を図ることに限界が

ある国際課税制度上の課題に対して、経済協力開発機構（OECD）が G20 の要請に基づき

始動した、「税源浸食と利益移転（Base Erosion and Profit Shifting、 以下、BEPS）プロ

ジェクト」に基づく。BEPS は、多国籍企業が利益を海外に移すことで、納税額を大幅に

削減、場合によってはほぼゼロにする活動を指す。こうした企業行動は、政府にとって歳

入の喪失をもたらすものであり、財源として法人所得税の依存度が高い開発途上国への潜

在的な影響が大きい。グローバル化とデジタル化の進展により、多国籍企業による国境を

越えた取引が活発になるに従い、現行の国際課税制度のもとでは、国際取引に関係する国

家間の公平な課税権の配分が次第に困難になっている。また、納税額の大幅な削減を目的

とした多国籍企業による海外への利益移転が生じている。とはいえ、大半の BEPS は現行

の枠組みの下では合法的な活動であり、問題は国際課税制度そのものにあると言える。 

OECDと G20は、現行の国際課税制度の不備を是正するために、2013年 7月、「税源浸

食と利益移転に関する行動計画（Action Plan on Base Erosion and Profit Shifting）」を公表し

た。その後、行動計画ごとの詳細を順次発表し、2015 年 10 月、15 項目の BEPS 行動計画

を提示する最終報告書を公表した3（図表 1）。 

図表 1 BEPS に関する 15 の行動計画 

行動計画 1：電子経済の課税上の課題への対処 行動計画 8‐10：移転価格税制と価値創造の一致 

行動計画 2：ハイブリッド・ミスマッチ取極めの効果の
無効化 

行動計画11：BEPSの規模・経済的効果の分析方法
の策定 

行動計画 3：外国子会社合算税制の強化 行動計画 12：義務的開示制度 

行動計画 4：利子控除制限ルール 行動計画 13：多国籍企業の企業情報の文書化 

行動計画 5：有害税制への対抗 行動計画 14：相互協議の効果的実施 

行動計画 6：租税条約の濫用防止 行動計画 15：多数国間条約の策定 

行動計画 7：恒久的施設認定の人為的回避の防止  

（出所）OECD, “OECD/G20 Base Erosion and Profit Shifting Project”より野村資本市場研究所作成 

 
1 Ministry of Finance Japan, “G20 Finance Ministers and Central Bank Governors Meeting, Communiqué,” July 26, 2024. 
2 OECD, “Statement on a Two-Pillar Solution to Address the Tax Challenges Arising from the Digitalisation of the Economy,” 

October 8, 2021. 
3 OECD, “BEPS Project Explanatory Statement,” August 26, 2016.   
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BEPS プロジェクトの性質上、参加国には、OECD/G20 の枠を超えて主要な新興国・途

上国も含まれている。さらに、OECDは、2016年 6月、日本の京都で開催された会合にお

いて、BEPS 行動計画を実施に移すための「OECD/G20 BEPS 包摂的枠組み（OECD/G20 

Inclusive Framework on BEPS）」を立ち上げ、参加国を対等な立場で統合し大幅に拡大し

た。OECD/G20 BEPS 包摂的枠組みへの参加国は、2024 年 5 月現在、147 の国及び地域に

拡大している4。 

OECDは、15の行動計画からなる最終報告書に基づき、具体的な課税要件について議論

を進めたが、経済のデジタル化への税制上の課題である行動計画 1 への対応については、

未解決のままであった。OECD/G20 BEPS 包摂的枠組みの参加国は継続的に検討を行い、

2021 年 10 月、事業が行われている国である市場国への新たな課税権の配分とグローバ

ル・ミニマム課税の 2 本の柱からなる「BEPS 2.0」に関して、大枠合意に至った。同月、

BEPS 2.0 は G20 において支持され、日本の財務大臣は、国際課税の新たなルールについ

て歴史的な合意が実現したことを強く歓迎するとともに、100 年来続いてきた国際課税の

見直しが、グローバルな枠組みの下で合意されたことを高く評価した5。 

今後は BEPS 2.0の迅速な実施に向けて、第 1の柱の中核と第 2の柱の一部の規定は、行

動計画 15による多数国間条約に基づき発効されることが予定されている。第 1の柱と第 2

の柱のうち、導入が任意とされている規定は、OECD/G20 BEPS 包摂的枠組みの各参加国

における、国内法による法制化に委ねられている。 

本稿では、経済のデジタル化に伴う国際課税改革の背景を整理し、先行して法制化が進

むグローバル・ミニマム課税による、多国籍企業への影響を概説する。 

 

Ⅱ デジタル経済の進展に伴い顕在化する BEPS 

１．デジタル取引の増加に伴う国際課税上の課題 

デジタル経済の進展により、現在では各国の消費者が自宅に居ながらにして、世界中か

ら商品を購入しデジタルサービスを利用できるようになっている。 

国境を越えた二国間取引に対しては、源泉地国課税と居住地国課税という二つの国の課

税権の行使がある。源泉地国課税は、所得のある源泉地国が、源泉地国で生じた事業所得

に対して課税するものである。居住地国課税は、納税者が居住している居住地国が当該納

税者の全世界所得に対して課税するものである。国外に源泉のある所得については、源泉

地国課税と居住地国課税のそれぞれの課税権の行使に基づいて、重複して課税が行われる

可能性があるため、原則として居住地国において調整が図られる。 

非居住者又は外国法人（以下、外国法人等）が事業を行っている場合には、恒久的施設

（Permanent Establishment）がある場合に、当該恒久的施設が所在する源泉地国が、源泉 

 
4 OECD, “Members of the OECD/G20 Inclusive Framework on BEPS,” May 28, 2024. 
5 財務省「経済のデジタル化に伴う課税上の課題に対する国際合意についての財務大臣談話」2023 年 10 月 8 日。 
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図表 2 物理的な拠点を介在しないグローバルなデジタル取引 

 

 

 

 

 
（出所）各種資料より野村資本市場研究所作成 

 

地国で生じた事業所得に対して課税する。恒久的施設とは、工場や事業所など、事業を行

うための一定の場所をいう。例えば、外国法人等が日本で事業を行うためには、一般的に

恒久的施設が日本国内で必要となるため、日本の国税当局は、これまで恒久的施設の存在

に着目して外国企業の国内事業所得に課税をしてきた。 

しかし、近年、デジタル経済の進展によりビジネスモデルが変化し、外国法人等は恒久

的施設がなくても事業活動を他国で行うことが可能となり、本来課税されるべき経済活動

を行っている源泉地国では課税できないという事態が生じた。商品の販売やデジタルサー

ビスの提供をする外国法人等にとって、インターネットを利用した取引においては、課税

を受ける物理的な営業拠点がなくても他国の消費者と取引をし、他国での重要な経済活動

に従事することが可能になるからである（図表 2）。 

恒久的施設がなければ課税なしとするこれまでの国際課税原則では、事業所得の源泉地

国で課税が行えないという課題が顕在化し、国際取引に関係する国家間の公平な課税権の

配分が次第に困難になっている。デジタル経済の時代におけるプラットフォーマーなどに

よる BEPS に対して、市場国への新たな課税権の配分に向けた議論が進められた。 

 

２．デジタル化により重要性が増す無形資産と国際的事業再編 

経済のグローバル化とデジタル化の進展により、無形資産の国外移転に伴い知的財産権

等使用料を受け取る外国関連会社が、税負担の相対的に軽い国に集中し、研究開発支出、

特許出願の実績や経済規模に比して、高水準の知的財産権等使用料を受け取る国が存在す

るようになった。 

グローバルにビジネスを展開する多国籍企業は、製造技術の知的財産権等の開発や原料

の段階から、製品やサービスが消費者に提供されるまでの機能を最適な国へ配分している。

生産性への寄与度が高い知的財産権等の物理的形状を持たない無形資産は、有形資産と比

べ、容易に国外の関連会社へ移転することが可能である。外国関連会社に無形資産の譲渡

や使用許諾をする場合、当該無形資産から発生する所得も、知的財産権等が開発された国

から、国外へと移転することになる。国際課税制度の観点からは、「無形資産の創造の国」

と「課税所得認識の国」が一致しない場合、国境を越えた二国間での国際課税事案を招く

ことになる。 

Ｂ 国 Ａ 国 
オンライン注文 

消費者 外国法人等 

商品の販売やデジタルサービスの提供 
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こうした動向に対して各国では、国内企業の国外移転を回避するとともに、外国企業を

自国内に誘致するために、法人税率の引下げを実施した（図表 3）。長期にわたって法人

税率が継続的に引き下げられ、各国の税収基盤は弱体化していった。 

2008 年のドイツにおける税制改正では、法人税率を 25％から 15％へ引き下げたことな

どにより、法人実効税率が 38.36％から 29.41％へと低下した。法人税率引き下げの背景と

して、当時欧州連合（EU）諸国内ではドイツの法人実効税率が最も高水準であったため、

ドイツ国外への投資が増加し、年間 600 億ユーロから 1,000 億ユーロに上るドイツ企業の

所得が国外へ流出していたことがある6。国外投資の増加に伴って企業所得が国外流出し

たことについては、特に、国際的事業再編を通じて無形資産が国外移転する問題が取り上

げられた。国際的な事業再編に焦点が当てられたのは、企業の開発費用等に対して多額の

税制上の控除がドイツ国内で認められており、ドイツ国内で多額の控除対象となった無形

資産が、国際的事業再編を通じて国外へ移転された場合、適切な課税ができないという実

情があったからである。 

日本においても、実質的な税負担率である法人実効税率において諸外国との差が拡大し、

製造技術の知的財産権等を中心とした無形資産が主に新興国へ移転し始めたことなどから、 

図表 3 日本及び諸外国における法人実効税率の推移 

 
（注） 税率は、OECD による合計法人所得税率（Combined Corporate Income Tax Rate）。 
（出所）OECD, “Corporate Income Tax Statutory and Targeted Small Business Rates,” July 11, 2024 より野村資本市

場研究所作成 

 
 

6 財政金融委員会調査室「立法と調査 293 号『ドイツ税制改革』」2009 年 6 月 1 日。 
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2012 年より法人実効税率が段階的に引き下げられた。日本の法人実効税率は、2018 年ま

での 7 年間でおよそ 10％引き下げられ、ドイツとほぼ同率になった。これに対して米国

は、2018 年のトランプ政権下において、法人実効税率を大幅に引き下げた。 

米国では ICT革命の加速により無形資産投資が本格化し、可動性の高い無形資産が付加

価値の中核を占めるビジネスが増えていった。1990 年代になると、米国企業の無形資産

投資の伸びが、物的資本向け投資である有形資産投資の伸びを上回っていった。1975 年

では、わずか 17％であった S&P500 の株式時価総額に占める無形資産の割合が、2020 年

には 90％まで増加した（図表 4）。 

米国企業が軽課税国に関連会社を設立し、米国の親会社等が開発保有していた知的財産

権等の無形資産を国外へ移転する事例が増え、知的財産権等の開発による価値創造の場で

あった米国から、無形資産とともに無形資産から発生する企業所得が米国から軽課税国へ

移転していった。 

イエレン米財務長官は、グローバル・ミニマム課税について合意を達成することが最優

先事項であり、これにより法人税の引き下げ競争が止まり、利益を上げている企業が公正

な税負担を果たし、各国政府が人々や経済に投資するための資源を確保することにもつな

がるとして、合意への参加を保留していたエストニアの財務大臣を説得した7。 

同財務長官は、米国は自滅的な国際的租税競争に参加し、自国の法人税率を引き下げた

が、国際的な法人税引下げ競争に勝った国はないとした。その上で、OECD 加盟国を含む

130の国及び地域が、2021年 7月、共通の法人税の最低税率を 15％以上とすることで暫定

合意したことに対して、「今日は経済外交にとって歴史的な日」だと述べた8。 

図表 4 S&P500 株式時価総額の構成要素 

 
（出所）Ocean Tomo, “Intangible Asset Market Value Study,” July 2020 より野村資本市場研究所作成 

 
7 U.S. Department of the Treasury, “READOUT: Secretary of the Treasury Janet L. Yellen’s Call with Estonia Finance 

Minister Keit Pentus-Rosimannus,” October 6, 2021. 
8 “Global tax overhaul backed by 130 countries,” BBC, July 2, 2021,  
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Ⅲ BEPS2.0 が定める第 1 の柱及び第 2 の柱の概要 

１．市場国への新たな課税権の配分（第 1 の柱） 

BEPS2.0 の第 1 の柱は、市場国に恒久的施設を置かずにビジネスを行う企業に対しても、

市場国で生み出された価値に見合った課税権を、市場国間で配分できるようにするもので

ある。 

具体的には、全世界売上が 200億ユーロ超、かつ、利益率が 10％超の多国籍企業グルー

プを対象に、利益率 10％を超える超過利益の 25％相当額（利益 A）が、課税根拠（Nexus）

を有する市場国に売上高の額に応じて配分される（図表 5）。 

なお、利益Aが実施される際には、一部の国において実施されているデジタルサービス

税などの独自の課税措置は、撤廃されることとなっている。 

また、第 1 の柱においては、市場国への新たな課税権の配分のほかに、「利益 B」を導

入している。利益 B は、税務執行能力の低い国の必要性に焦点を当て、「基礎的マーケ

ティング・販売活動」について利益水準を予め決定するルールで、独立企業原則（Arm's 

Length Principle）の適用の簡素化及び合理化を図っている。独立企業原則とは、国外関連

者との取引価格は、支配関係がない第三者と同水準の価格で設定されるべきという考え方

をいう。同原則の目的は、多国籍企業グループが、国外関連会社との取引価格を通常の価

格と異なる金額に設定することにより、一方の所得を他方に移転させる BEPS を防ぐこと

にある。同原則に基づく移転価格税制は、企業行動の側面から見れば BEPS の防止措置で

あるが、国家間の関係の側面から見れば、課税権の配分の対応となる。 

図表 5 市場国への新たな課税権の配分 

多国籍企業グループ全体の売上高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（出所）財務省「第 3 回税制調査会 財務省説明資料（経済社会のデジタル化への対応と納税環境整備）」

2024 年 6 月 4 日より野村資本市場研究所作成 
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額に応じて市場国
間で課税権を配分 
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税務執行能力の低い国は、限られたリソースやデータ利用可能性に関する問題に直面し

ていることから、アフリカ税務行政フォーラム（ATAF）は、税務執行上の簡素化及び合

理化を図る目的で、BEPS 行動計画 8‐10「移転価格税制と価値創造の一致」における

OECD 移転価格ガイドライン9に、利益 B を新たに導入することを求めていた。利益 B が

基礎的マーケティング・販売活動を対象としているのは、移転価格の税務紛争の 30％か

ら 70％が、当該活動に関連するものとされているからである10。利益 B は、OECD 移転価

格ガイドラインの既存の条項との線引きとして、適格な販売者の売上高営業利益率を決め

る、簡素化及び合理化された価格決定フレームワークを提供している。 

以上の背景から、利益 B の導入は各国及び地域において任意とされており、OECD/G20 

BEPS 包摂的枠組みの参加国において、国内法による法制化に委ねられている。OECD 移

転価格ガイドラインへの利益 Bの追加に当たっては、非導入国及び地域にとって、全ての

税務紛争解決のメカニズムにおいて、利益 B の任意性（Optionality）が保たれることが確

保される。原則的な取扱いである独立企業原則を適用する、利益 Bの非導入国もあれば、

簡素化及び合理化された利益 Bを導入する国もあることが想定されることから、税務紛争

の際には各国及び地域の当局間の柔軟な交渉が期待される。 

利益 B が国内法による法制化に委ねられるのに対して、利益 A は、迅速な実施に向け

て、二国間租税条約ではなく、行動計画 15 による多数国間条約に基づき発効されること

が予定されている（図表 6）。 

図表 6 包括的な改正が可能な多数国間条約 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）内閣府「第 12回税制調査会資料 国際課税（説明資料）」2017年 10月 16日より野村資本市場研究所作成 

  

 
9 OECD, “OECD Transfer Pricing Guidelines for Multinational Enterprises and Tax Administrations 2022,” January 20, 

2022. 
10 OECD, “Tax challenges arising from digitalisation: Release of Amount B report to simplify transfer pricing rules and 

conforming changes to the Commentary of the OECD Model Tax Convention,” February 2024. 
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多数国間条約は、二国間租税条約のように個別に適用されるものではなく、既存の各租

税条約の存在を前提に包括的に改正する機能を有している。署名国は、多数国間条約によ

り、既存の各租税条約の全部又は一部を、多数国間条約の規定に則した形で改正すること

ができる。各租税条約の改正をこれまでのように二国間で再交渉する場合は相当な年数が

見込まれるが、署名国はこの負担から解放され、各租税条約の早期の改正を実現すること

ができる。 

 

２．グローバル・ミニマム課税（第 2 の柱） 

第 2 の柱の中核は、連結財務諸表を基準として、年間連結売上高が 7 億 5 千万ユーロ以

上の多国籍企業グループを対象に、一定の適用除外部分（Substance-Based Carve-Out）を

除いた所得について、各国ごとに最低税率 15％以上の課税を確保するものである。 

第 2 の柱は、所得合算ルール（Income Inclusion Rule）、軽課税所得ルール（Undertaxed 

Profits Rule）、国内ミニマム課税（Qualified Domestic Minimum Top-up Tax）、及び租税条

約の特典否認ルール（Subject To Tax Rule）から構成される。租税条約の特典否認ルールで

は、一定の開発途上国に最低税率（9％）に至るまでの源泉徴収の適用が認められる。所

得合算ルールと軽課税所得ルールは、グローバル税源浸食防止モデルルール（Global Anti-

Base Erosion Model Rules、以下、GloBE ルール）を構成し、相互に連動し第 2 の柱の中核

をなす（図表 7）。 

GloBE ルールの相互連動性の特徴は、最低税率を下回る軽課税国に対して、他の国が最

低税率まで課税できることである。親会社の所在地国で所得合算ルールに基づく課税が行

われない場合、外国子会社等が所在する軽課税所得ルールの導入国において、最低税率ま

で上乗せ課税（トップアップ課税）されることになる。なお、国内ミニマム課税が実施さ

れた場合、所得合算ルールと軽課税所得ルールに基づく課税は行われない。GloBE ルール

と国内ミニマム課税の適用順序は、①国内ミニマム課税、②所得合算ルール、③軽課税所

得ルールの順となる。 

図表 7 グローバル・ミニマム課税（第 2 の柱） 

GloBE ルール 
国内ミニマム課税 

租税条約の 

特典否認ルール 所得合算ルール 軽課税所得ルール 

外国子会社等の税負担

が最低税率（15%）に至

るまで、親会社の所在

地国で課税 

親会社等の税負担が最

低税率（15%）に至るま

で、外国子会社等の所

在地国で課税 

自国に所在する事業体

の税負担が最低税率

（15%）に至るまで課税 

利子・使用料等の税負

担が最低税率（9%）を下

回る場合、支払側の所

在地国で源泉徴収 

（出所）OECD, “Tax Challenges Arising from the Digitalisation of the Economy – Global Anti-Base Erosion Model Rules  
(Pillar Two),” December 20, 2021; OECD, “Tax Challenges Arising from the Digitalisation of the Economy – 
Administrative Guidance on the Global Anti Base Erosion Model Rules (Pillar Two),” February 2, 2023 より野村

資本市場研究所作成 
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GloBE ルールは、各国の国内法の改正によって実施されるが、制度を導入する場合には、

国際的に合意された GloBE ルールに基づき改正しなければならない。また、包摂的枠組

みの参加国は、他の参加国による GloBE ルールの適用を容認することが求められる。 

GloBE ルールと国内ミニマム課税は、国内法による法制化に委ねられているが、租税条

約の特典否認ルールは、多数国間条約に基づき発効される。実施方法に違いがあるのは、

租税条約の特典否認ルールが、利子・使用料等の支払いに対し、受取側の関連者の所在地

国での税負担が最低税率（9％）未満である場合に、支払側の企業の所在地国において、

租税条約の特典である源泉税の減免を否認して、最低税率（9％）までの差を源泉徴収す

るためである。 

 

Ⅳ グローバル・ミニマム課税による多国籍企業への影響 

第 2の柱の GloBEルールと国内ミニマム課税の実施は、第 1の柱の利益 Aとは異なり、

多数国間条約によらないことから、OECD/G20 BEPS 包摂的枠組みの各参加国において、

モデルルールに基づく国内法による法制化が進んでいる。日本では 2023 年度税制改正に

おいて、まずは所得合算ルールが法制化された。同改正に基づき、2024年 4月 1日以降に

開始する事業年度から、外国子会社等の最低税率 15％に対する不足税額が日本の親会社

で課税される。軽課税所得ルール及び国内ミニマム課税については、今後の税制改正に向

けて法制化が検討されている。 

EU が 2021 年に創設した研究機関である EU Tax Observatory は、OECD による 2017 年度

の国別データに基づき、グローバル・ミニマム課税（15％）による法人税の増加額を試算

した11。同増加額は、所得の算定において一定の適用除外部分を考慮せず、多国籍企業の

親会社が所在する国ごとに集計されている（図表 8）。 

同増加額は、課税する各国においては歳入の増加であるが、多国籍企業にとっては法人

税負担の増加である。グローバル・ミニマム課税が、所得合算ルール、軽課税所得ルール、

国内ミニマム課税のいずれによるかによって、歳入が増加する国は異なってくる。ほとん

どの多国籍企業は、高所得国に親会社が所在するため、先進国や高所得国は、開発途上国

や低所得国よりも増加額が大きくなる。 

図表 8 多国籍企業の親会社が所在する主要な国ごとの法人税の増加額 
（単位：億ユーロ） 

米国 570 スイス 75 南アフリカ 38 
カナダ 244 中国 61 ポーランド 37 
ベルギー 212 日本 59 オーストリア 31 
ドイツ 131 ルクセンブルグ 58 イタリア 31 
アイルランド 124 スペイン 52 スウェーデン 27 
英国 110 フランス 39 オランダ 23 

（出所）EU Tax Observatory, “Revenue Effects of the Global Minimum Tax,” October 2021 より野村資本市場研究所作成 

 
11 EU Tax Observatory, “Revenue Effects of the Global Minimum Tax,” October 2021. 
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OECD 諸国に親会社が所在する多国籍企業は、グローバル・ミニマム課税の導入によっ

て、2017年所得年度の国別データでは、2,004億ユーロの法人税負担が増加する。EUに親

会社が所在する多国籍企業については、法人税負担が 833 億ユーロ増加する。これは、

EUの法人税収入のおよそ 4分の 1に相当するが、必ずしも EU加盟国の歳入になるとは限

らない。例えば、外国子会社等が所在する軽課税国が、国内ミニマム課税を適用した場合

は、親会社が所在する EU 加盟国では、所得合算ルールに基づく課税ができないからであ

る。前述の通り、国内ミニマム課税が実施された場合、GloBE ルールに基づく課税は行わ

れない。 

OECD/G20 BEPS 包摂的枠組みの参加国のなかで、最も多くの多国籍企業の親会社が所

在する米国は、2017 年所得年度では、570 億ユーロの法人税負担が増加する。日本は米国

に次いで多国籍企業が多い国であるが、59 億ユーロの増加にとどまる。日本の法人実効

税率が 15％を大きく超えていることと、軽課税国や税制優遇措置を講じる国に所在する、

日本の多国籍企業の子会社等が少ないことなどによると推察される。 

外国企業を自国内に誘致する観点で講じられている税制優遇措置によって、法人実効税

率が最低税率の 15％に至らない部分については、グローバル・ミニマム課税の導入に

よって、多国籍企業は当該政策効果を享受できなくなる。また、多国籍企業は、グローバ

ル・ミニマム課税の導入によって、軽課税国に外国子会社等を設置し利益移転することも

困難になる。これまで各国が講じてきた税制優遇措置は、OECD/G20 BEPS 包摂的枠組み

の参加国による国際合意により、制約を受けることになる。 

日本の多国籍企業は、一般的に、アグレッシブなタックス・プランニングを図ることに

積極的ではない。歴史的な国際課税改革は、欧米の多国籍企業と比較して、グローバル・

ミニマム課税による法人税負担が少ない日本の多国籍企業にとって、国際競争力上、結果

的に有利に働く可能性があるとも言える。 

 

 

 


